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行政経営課
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議題
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（１）行政評価の課題とEBPMについて

（２）施策別ロジックモデル作成検証



（１）行政評価の課題とEBPMについて
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○「基本計画の指標」と「実施計画の指標」の連動性を体系的に整理し、ロジックモデルとして
作成・活用を検証

○事業の効果検証・評価から政策立案の一連の流れを構築するEBPM活用を研究

行政評価の現状と課題（論点整理）及び今後の方向性
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論点 現状 課題

（１）指標の考え方

成果指標と活動指標の区別が整理され、全庁
的に共通認識が形成されつつある
基本計画 成果指標２つ設定
実施計画 成果指標１つ、活動指標１つを設定

成果指標の時間軸（短期・中期・長期）の区別
や、活動から成果への因果関係を体系的に
説明しきれていない

（２）施策の理解度
定性的評価が、施策の目的や具体性への理解
度をあげる対話ツールとして機能

施策（基本計画）と実施計画を一貫してとら
える構造的な体系がない

（３）行財政運営の
PDCA強化

評価対象を絞った詳細評価や現年度評価によ
り、改善を意識した評価運用が進展

評価結果を、予算査定・政策立案に直接的に
は結び付けられていない部分もある

今後の方向性



（１）指標の考え方
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基本計画の策定に合わせ、指標の考え方について整理が進んできた。基本計画では、成果指標・活動
指標が混在していた状況から成果指標・活動指標を区別した設定へ変化し、現行の基本計画2025-
2029では、原則として成果指標を2つを設定した。
一方、令和5年度に「主要な施策の成果報告」と事務事業評価を一体化させる動きから、実施計画の計
画事業への指標設定を開始し、実施計画には成果指標１つ、活動指標１つを設定した。
上記の整理により、全庁的に成果指標・活動指標の定義や考え方が馴染んできた。

成果指標に「短期アウトカム・中期アウトカム・長期アウトカム」の区別がついていないため、成果指標と
活動指標が並んだ時に指標同士の関係性の説明が難しい設定例や、効果が飛躍して見える設定例が発
生している。
成果が「どの段階の成果か」「なぜその指標で成果と言えるのか」の説明が難しい。

現
状

課
題

方
向
性

事業活動とその効果の発現経路の考え方をわかりやすい体系で整理することで、指標の達成率を用
いたPDCAサイクルの有効性を高めていく。
→ロジックモデルに沿った指標の仕分け・整理



（２）施策の理解度
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令和5年度から7年度、定性的評価の視点や記載方法について所管課と行政経営課で対話による検討・
調整により、定性的評価についての理解が向上した。
所管課の視野が施策から関連事業に広がり、施策への理解を深める効果も実感し、施策の理解度を深
めるための機会やツールとなっている。

実施計画の指標設定のやり取りを通し、所管課が基本計画と実施計画の関係を十分に理解していない
事例もあった。
事業の目指す効果が何の目的に向かっているのか、日々の事業展開をしている所管課の目線が事業止
まりではなく、その先にある基本計画に繋がるように、基本計画と実施計画を一体的に俯瞰できるロジッ
クモデルを作成する必要がある。
また、定性的評価の視点は一定程度成熟したと思われるが、定性的視点に気づくかかどうかは業務の
精通度合い等により個人差があり、属人的な記載となる可能性がある。

現
状

課
題

ロジックモデルの作成により施策の効果発現経路を整理するとともに、数的指標の「余白」である定性的
視点も明確化していく。
「基本計画の指標」と「実施計画の指標」の連動性を体系として整理する。そのフレームワークとして、ロ
ジックモデルの作成・活用を検証する。

方
向
性



（３）行財政運営のPDCA強化
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令和7年度から、前年度の事務事業評価結果や事業見直し結果に対する取組状況を確認する「現年度進捗管
理」を新設した。
当該年度（今年は令和７年度）６月末までの取組状況の進捗管理と課題を確認し、12月頃にも継続して進捗
状況を確認した。後追いをすることで、より自己評価（C）→自己改善（A）への促しが強化された。

評価・改善（C・A）→予算・計画（P）について、従来の行政評価は、運営手法の見直しや検討に主眼が置か
れた「所管課の自己分析・自己評価」であり、予算査定のポイントとは異なっている。
予算や新規事業の査定に活用するためには、査定・政策立案の視点をより強く意識した評価体系を検討し、
短期的な目標ではなく、将来的な展望も含めた共通のプラットフォームを再構築する必要がある。

現
状

課
題

事業の効果検証・評価から政策立案の一連の流れを構築する、EBPMの活用を研究する。
方
向
性



他自治体の推進状況①（EBPMに関する傾向）

8

【出典】
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社『令和6年度自治体経営改革に関する実態調査報告』 
2025年9月3日、P.67一部要約
（https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2025/09/seiken_250903_01.pdf）

■ EBPMへの関心は年々高まり、約3割強が推進しているまたは具体的な検討を進めているものの、
具体的な検討を進めていない団体は依然として7割弱である。

■EBPMを推進している団体のうち、行政評価の仕組みに組み込んでいる団体は約5割である。
（行政評価の仕組みとは別に、新たにEBPMを構築して取り組んでいる団体は約2割で低下傾向）

■ロジックモデルの認知度は上昇し、ロジックモデルを作成している団体は5割弱である。
（原則として施策又は事業のすべてについてロジックモデルを作成している割合は、過年度より上昇）

■EBPM推進に向けては「手法・ノウハウの獲得」「庁内の理解不足」「庁内の人手不足」が課題として
挙げられている。

https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2025/09/seiken_250903_01.pdf


他自治体の推進状況②（行政評価へのEBPM活用）
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【出典】
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社『令和6年度 自治体経営改革に関す
る実態調査報告』、P.64 図表68

【出典】
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社『令和6年度 自治体経営改革に関す
る実態調査報告』、P.65 図表70

■行政評価に「EBPMの手法や考え方を組み込んで取
り組んでいる」または「EBPMの手法や考え方にもと
づいて再構築して取り組んでいる」特別区の割合は約
6割。

■「施策・事業のすべてについてロジックモデルを作成
している」または「主な施策、事業等、一部についてロ
ジックモデルを作成している」特別区の割合は約5割。



他自治体の推進状況③（検証の手法）
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■既にEBPMの推進に向けて具体的な取組や検討を行っている団体において、施策効果の検証に活用
されている統計的手法は、「成果指標の前後比較」（72.0％）や「時系列比較」（58.0％）、「一般指標との
比較分析」（40.6％）の割合が高くなっている。

【出典】
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社『令和6年度 自治体経営改革に関する実態調査報告』、P.63



◇国の状況
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◇都の状況

○EBPM推進に関して明確な旗振り役があるわけではないようだが、各分野・各局の施策展開の中で独
自にロジックモデルを活用している。

※1 内閣府『経済財政運営と改革の基本方針2017～人材への投資を通じた生産性向上～概要』平成29年６月９日）

○内閣府（EBPM推進委員会）が旗振り役となり、総務省行政評価局が統括する「行政事業レビューシート」に
EBPMに基づいたロジックモデルを導入した。現在の行政事業レビューシートは、各省庁の評価及び政策立
案・予算要求の過程に一貫して活用できる共通プラットフォームとして再構築されている。
近年の政策評価審議会の動向を見ると、EBPMを上位概念に置き、その中に手段として行政事業レビュー
シートのみならず、政策評価も位置付けようとする議論が見られる。

○また、効果の把握に必要なデータ利活用については、「証拠に基づく政策立案（EBPM）と統計の改革を車の
両輪として、一体的に推進する」（※1）とされて以来、デジタルサービス庁や総務省統計局等が推進している。



特別区の状況
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世田谷区
・せたがや自治政策研究所にて研究及び報告。
・令和2年度発行の「令和元年度主要な施策の成果」にてロジックモデルを導入。
・庁内研修等の人材育成を経て、「世田谷区基本計画2024-2031」では全政策・全実施計画について
ロジックモデルに沿った指標設定がされている。
・施策評価見える化ボードにより、全施策の成果指標、事業のフルコスト等を公開。

新宿区
・新宿自治創造研究所にて研究及び報告。
・2022-2023年にEBPM研究として図書館業務におけるEBPMの視点を組み込んだ評価指標の検
証等を実施。



ロジックモデル活用のロードマップ（案）
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基本計画（施策）と実施計画（計画事業）のロジックモデル化検証
【着眼点】
①基本計画の成果指標と実施計画の成果指標の規模・レベル
②基本計画の指標と実施計画の指標との因果関係
③実施計画（各計画事業）の成果指標と活動指標の因果関係

ロジックモデルに沿った指標妥当性の再確認

ロジックモデルの庁内浸透
EBPM庁内研修

ロジックモデル作成のワークショップ

施策評価において全施策の
ロジックモデル分析・再構築（所管課）

（３） ロジックモデルを予算査定・新規拡充事業査定等に活用
行政評価と政策立案の一元化

基本計画と実施計画の連動性強化
事業の目的意識を明確化

（２） 基本計画2030策定時、ロジックモデルを活用し、
必要に応じて施策の再構築や指標の再設定を検討

今、やろうと
していること

進むと
どうなるか

最終目標

令和7年度
（2025年）
～
令和８年度
（２０２６年）

令和8年度
（2026年）
～
令和10年度
（2028年）

令和11年度～
（2029年）

（１） ロジックモデルを活用し、実施計画の指標設定を再検討
基本計画と実施計画を体系化



（2）施策別ロジックモデル作成検証
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インパクト

アウトカム指標 アウトプット指標成果指標 活動指標

基本計画 実施計画

（成果指標）アウトカム指標
（活動指標）アウトプット指標

（事業の概要）
アクティビティ

（予算）
インプット

基本計画２０２５ 施策別ロジックモデル作成検証
既存の基本計画と実施計画の各要素を抽出し、ロジックモデルにマッピングする。
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今回の検証における着目点

②各段階の要素に
縦の因果関係があるか

①ロジックを考えた時、
既存の指標以外に

追加すべき要素があるか

？
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目指す姿
建物の不燃化・耐震化が図られ、道路、公園等の整備が進み、誰もが住み続けられる安全・安心なまちづくりが進んでいる。

指標①成果指標
重点整備地域内の不燃領域率【％】

指標②成果指標
狭あい道路拡幅整備率【％】

施
策
1-

①-

4

成果指標
重点整備地域内の不
燃領域率（％）

活動指標
不燃化特区事業助成
金件数（件）

・道路の拡幅や公園・
広場の整備などを進
める
・老朽住宅の建替えを
促進する

居住環境総合整備事
業経費、不燃化推進
事業経費 R8予算
1,371,999千円

基
本
計
画

Ｒ
８
実
施
計
画

成果指標
防災街区整備事業の
完了実績（件）

活動指標
懇談会・総会の開催
（共同化）（回）

計
画
事
業
2

防
災
街
区
整
備
事
業

・密集市街地において
延焼遮断帯を形成す
る
・防災街区整備事業を
支援する

防災街区整備事業経
費 R8予算
331,144千円

成果指標
狭あい道路拡幅整備
率（％）

活動指標
拡幅整備工事延長
（m）

・建築工事にあわせて
道路の中心から２ｍ
後退した部分を拡幅
整備
・建築主等（個人）に
助成金を交付

狭あい道路拡幅整備
事業経費 R8予算
752,919千円

成果指標
改修・除却工事実施
件数（件）

活動指標
大規模地震の震動に
対して、倒壊する危険
性が高い特定緊急輸
送道路沿道建築物所
有者へ文書送付（件）

・特定緊急輸送道路
沿道建築物の所有者
が耐震改修等を行う
場合の費用助成

緊急輸送道路沿道建
築物耐震化助成事業
経費（一部） R8予算
54,680千円

成果指標
無電柱化率（％）

活動指標
豊島区無電柱化推進
計画における計画路
線のうち、事業化した
路線数（箇所）

・無電柱化を推進する

豊島区無電柱化事業
経費、橋梁の整備事
業経費（一部） R8予
算47,519千円

インパ
クト

アウト
カム

アウト
プット

アク
ティビ
ティ

イン
プット

【検証①】施策1-①-4と関連する実施計画

計
画
事
業
1

密
集
市
街
地
改
善
事
業

計
画
事
業
３

狭
あ
い
道
路
拡
幅
整
備
事
業

計
画
事
業
4

特
定
緊
急
輸
送
道
路
沿
道
建
築
物
耐
震
化
助
成
事
業

計
画
事
業
５

無
電
柱
化
事
業

計
画
事
業
6

水
害
対
策
維
持
管
理
事
業

成果指標
雨水流出抑制対策量
（万㎡）

活動指標
雨水枡清掃件数（箇
所）

・風水害による河川洪
水当から区民の生命・
財産を保護する。

水害対策維持管理費
R8予算13,881千円
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目指す姿
建物の不燃化・耐震化が図られ、道路、公園等の整備が進み、誰もが住み続けられる安全・安心なまちづくりが進んでいる。

指標①成果指標
重点整備地域内の不燃領域率【％】

指標②成果指標
狭あい道路拡幅整備率【％】

施
策
1-

①-

4

成果指標
重点整備地域内の不
燃領域率（％）

成果指標
不燃化特区事業助成
金件数（件）

・道路の拡幅や公園・
広場の整備などを進
める
・老朽住宅の建替えを
促進する

居住環境総合整備事
業経費、不燃化推進
事業経費 R8予算
1,371,999千円

基
本
計
画

Ｒ
８
実
施
計
画

成果指標
防災街区整備事業の
完了実績（件）

活動指標
懇談会・総会の開催
（共同化）（回）

計
画
事
業
2

防
災
街
区
整
備
事
業

・密集市街地において
延焼遮断帯を形成す
る
・防災街区整備事業を
支援する

防災街区整備事業経
費 R8予算
331,144千円

成果指標
狭あい道路拡幅整備
率（％）

活動指標
拡幅整備工事延長
（m）

・建築工事にあわせて
道路の中心から２ｍ
後退した部分を拡幅
整備
・建築主等（個人）に
助成金を交付

狭あい道路拡幅整備
事業経費 R8予算
752,919千円

成果指標
改修・除却工事実施
件数（件）

活動指標
大規模地震の震動に
対して、倒壊する危険
性が高い特定緊急輸
送道路沿道建築物所
有者へ文書送付（件）

・特定緊急輸送道路
沿道建築物の所有者
が耐震改修等を行う
場合の費用助成

緊急輸送道路沿道建
築物耐震化助成事業
経費（一部） R8予算
54,680千円

成果指標
無電柱化率（％）

活動指標
豊島区無電柱化推進
計画における計画路
線のうち、事業化した
路線数（箇所）

・無電柱化を推進する

豊島区無電柱化事業
経費、橋梁の整備事
業経費（一部） R8予
算47,519千円

インパ
クト

アウト
カム

アウト
プット

アク
ティビ
ティ

イン
プット

【検証①】施策1-①-4と関連する実施計画 マッピングへの考察

計
画
事
業
1

密
集
市
街
地
改
善
事
業

計
画
事
業
３

狭
あ
い
道
路
拡
幅
整
備
事
業

計
画
事
業
4

特
定
緊
急
輸
送
道
路
沿
道
建
築
物
耐
震
化
助
成
事
業

計
画
事
業
５

無
電
柱
化
事
業

計
画
事
業
6

水
害
対
策
維
持
管
理
事
業

成果指標
雨水流出抑制対策量
（万㎡）

活動指標
雨水枡清掃件数（箇
所）

・風水害による河川洪
水当から区民の生命・
財産を保護する。

水害対策維持管理費
R8予算13,881千円

活動指標
周知活動、説明会の
開催回数など

【２】（実施計画の成果指標）「無電柱化率」や「雨水流出抑制対策量」は、（基本計
画の成果指標）「狭あい道路拡幅整備率」に繋がらないが、（インパクト）「目指す
姿」には繋がる事業
⚫ 「無電柱化率」や「雨水流出抑制対策量」は、基本計画の施策指標と同レベル
となるため、基本計画と実施計画の成果指標に規模やレベル感の差異をつ
けることが困難

【１】助成件数はアウトカムのため、アウトプット
に「年に1回周知用のチラシを印刷した」といっ
た準備的な要素でも効果発現経路の要素とし
て挙げるべきか。
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施
策
1-

①-

2

基
本
計
画

Ｒ
８
実
施
計
画

成果指標
区民意識調査「異常気象や感染症、首都直下地震
などの様々な危機事象に対する強靭なまちづくり
が進んでいる」について肯定的な回答をする区民
の割合（％）

活動指標
備蓄倉庫の棚卸実施数（箇所）

計
画
事
業
2

救
援
セ
ン
タ
ー
等
備
蓄
関
係
事
業

<

再
掲
1-

①-

1-

4>

・避難者向けの備蓄物資の維持管理

防災街区整備事業経費 R8予算321,570千円

成果指標
各システム操作研修参加人数（人）

活動指標
各システム操作研修回数（回）

・防災行政無線等の総合防災システムの維持管理

防災無線等整備関係経費、総合防災システム関係
経費 R8予算71,936千円

インパ
クト

アウト
カム

アウト
プット

アク
ティビ
ティ

イン
プット

【検証②】施策1-①-2と関連する実施計画 マッピング

計
画
事
業
1

防
災
・救
命
対
策
普
及
啓
発
関
係
事
業

計
画
事
業
３

シ
ス
テ
ム
等
関
係
事
業<
1-

①-

1-

6>

目指す姿
区民の多様性に応える救援センター（避難所）の開設や運営を区民が中心になって実施している。区民の防災意識が向上し、多くの区民が防災
備蓄などを行っている。

指標①
「災害に備えて家具転倒防止対策や家族分の備蓄をしている」に
ついて肯定的な回答をする区民の割合【％】

指標②
災害ボランティア登録人数【人】

成果指標
区民意識調査「災害に備えて家具転倒防止対策や
家族分の備蓄をしている」について肯定的な回答
をする区民の割合（％）

活動指標
家具転倒防止器具購入及び設置助成件数（件）

・訓練の実施
・地域の防災活動に補助を行う
・人材育成、啓発活動

防災・救命対策普及啓発関係経費、危機管理関係
経費（一部） R8予算16,837千円
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施
策
1-

①-

2

基
本
計
画

Ｒ
８
実
施
計
画

成果指標
区民意識調査「異常気象や感染症、首都直下地震
などの様々な危機事象に対する強靭なまちづくり
が進んでいる」について肯定的な回答をする区民
の割合（％）

活動指標
備蓄倉庫の棚卸実施数（箇所）

計
画
事
業
2

救
援
セ
ン
タ
ー
等
備
蓄
関
係
事
業

<

再
掲
1-

①-

1-

4>

防災街区整備事業経費 R8予算321,570千円

成果指標
各システム操作研修参加人数（人）

活動指標
各システム操作研修回数（回）

・防災行政無線等の総合防災システムの維持管理

防災無線等整備関係経費、総合防災システム関係
経費 R8予算71,936千円

インパ
クト

アウト
カム

アウト
プット

アク
ティビ
ティ

イン
プット

【検証②】施策1-①-2と関連する実施計画 マッピングへの考察

計
画
事
業
1

防
災
・救
命
対
策
普
及
啓
発
関
係
事
業

計
画
事
業
３

シ
ス
テ
ム
等
関
係
事
業<
再
掲
1-

①-

1-

6>

目指す姿
区民の多様性に応える救援センター（避難所）の開設や運営を区民が中心になって実施している。区民の防災意識が向上し、多くの区民が防災
備蓄などを行っている。

指標①
「災害に備えて家具転倒防止対策や家族分の備蓄をしている」に
ついて肯定的な回答をする区民の割合【％】

指標②
災害ボランティア登録人数【人】

成果指標
区民意識調査「災害に備えて家具転倒防止対策や
家族分の備蓄をしている」について肯定的な回答
をする区民の割合（％）

成果指標
家具転倒防止器具購入及び設置助成件数（件）

・小中学校での防災講話
・家具転倒防止器具の助成
・人材育成、啓発活動

防災・救命対策普及啓発関係経費、危機管理関係
経費（一部） R8予算16,837千円

【３】他施策の再掲事業のため、一見する
と施策の指標には明確な繋がりが見え
ない。
※救援センター運営の質にも影響があり、
インパクトには繋がる。

・避難者向けの備蓄物資の維持管理

活動指標
周知活動、説明会の開催回数など

【２】助成件数はアウトカムのため、
アウトプットにはもう少し手前の活
動が望ましい。

【１】基本計画の成果指標と実施計画
の成果指標の因果関係（時間軸）が
逆となっている。
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施
策
4-

2

基
本
計
画

Ｒ
８
実
施
計
画

成果指標
多目的ホール・小ホールの利用者数
（人）

活動指標
貸室稼働率（％）

計
画
事
業
2

と
し
ま
区
民
セ
ン
タ
ー
の
運
営
と
文
化
芸
術
発
信
事
業

・としま区民センターの維持管理、運
営
・施設の指定管理

としま区民センター管理運営経費
R8予算409,392千円

成果指標
あうるすぽっと劇場利用者数（人）

活動指標
劇場稼働率（％）

・舞台芸術交流センターの維持管理、
運営
・舞台公演、各種講座等の実施
・施設の指定管理

舞台芸術交流センター管理運営経
費 R8予算294,564千円

インパ
クト

アウト
カム

アウト
プット

アク
ティビ
ティ

イン
プット

【検証③】施策4-2と関連する実施計画 マッピング

計
画
事
業
1

芸
術
文
化
芸
劇
場
の
運
営
と
文
化
芸
術
発
信
事
業

計
画
事
業
３

あ
う
る
す
ぽ
っ
と
の
運
営
と
文
化
芸
術
発
信
事
業

目指す姿
区民の誰もが良質で多彩な文化芸術に触れ、様々な形で文化活動に参加し、心豊かに文化的な生活を送ることができる。

指標①
「文化芸術に触れる機会が多くなった」について肯定的な回答を
する区民の割合【％】

指標②
区立劇場、ホールの年間来場者数【人】

成果指標
芸術文化劇場利用者数（人）

活動指標
劇場稼働率（％）

・芸術文化劇場の維持管理、運営
・公園による文化芸術発信
・施設の指定管理

芸術文化劇場関係経費 R8予算
167,310千円

成果指標
区民意識調査「文化芸術に触れる機
会が多くなった」について肯定的な
回答をする区民の割合（％）

活動指標
としま文化推進期間に実施した記念
事業・関連事業の事業数（事業）

・11月1日としまの日のイベント実施

としま文化の日推進事業経費 R8
予算4,000千円

計
画
事
業
３

と
し
ま
文
化
の
日
推
進
事
業
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施
策
4-

2

基
本
計
画

Ｒ
８
実
施
計
画

成果指標
多目的ホール・小ホールの利用者
数（人）

活動指標
貸室稼働率（％）

計
画
事
業
2

と
し
ま
区
民
セ
ン
タ
ー
の
運
営
と
文
化
芸
術
発
信
事
業

・としま区民センターの維持管理、
運営
・施設の指定管理

としま区民センター管理運営経費
R8予算 409,392千円

成果指標
あうるすぽっと劇場利用者数（人）

活動指標
劇場稼働率（％）

・舞台芸術交流センターの維持管理、
運営
・舞台公演、各種講座等の実施
・施設の指定管理

舞台芸術交流センター管理運営経
費 R8予算 294,564千円

インパ
クト

アウト
カム

アウト
プット

アク
ティビ
ティ

イン
プット

【検証③】施策4-2と関連する実施計画 マッピングへの考察

計
画
事
業
1

芸
術
文
化
芸
劇
場
の
運
営
と
文
化
芸
術
発
信
事
業

計
画
事
業
３

あ
う
る
す
ぽ
っ
と
の
運
営
と
文
化
芸
術
発
信
事
業

目指す姿
区民の誰もが良質で多彩な文化芸術に触れ、様々な形で文化活動に参加し、心豊かに文化的な生活を送ることができる。

指標①
「文化芸術に触れる機会が多くなった」について肯定的な回答を
する区民の割合【％】

指標②
区立劇場、ホールの年間来場者数【人】

成果指標
芸術文化劇場利用者数（人）

活動指標
劇場稼働率（％）

・芸術文化劇場の維持管理、運営
・公園による文化芸術発信
・施設の指定管理

芸術文化劇場関係経費
R8予算 167,310千円

成果指標
区民意識調査「文化芸術に触れる機
会が多くなった」について肯定的な
回答をする区民の割合（％）

・11月1日としまの日のイベント実施

としま文化の日推進事業経費
R8予算 4,000千円

計
画
事
業
３

と
し
ま
文
化
の
日
推
進
事
業

【２】稼働率と利用者数は同レベルの指標であり、因果関係が薄い

【１】下位の効果を大括りした単純集計を上位の効
果とすることは、ロジックモデルのあり方としてど
う考えるべきか。

【３】活動指標と成果指標の因果関係が飛躍
アウトカムの初期段階に事業内でのアンケート調査
結果を設定することで明確できる。

成果指標
記念事業でのアンケート調査結果

活動指標
としま文化推進期間に実施した記念
事業・関連事業の事業数（事業）
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①基本計画、実施計画にインプット～インパクトまでの各段階に応じた情報が揃っていたため、新しい情報を追加・
作成しなくても、ロジックツリーを組むことは可能。
 （ EBPMという型のとおりではないが、類する取組みの蓄積となっている。 ）

②ロジックモデルの整理・可視化により、基本計画・実施計画の関連性を俯瞰できるため「指標として必要なデー
タ」・「従来の評価手法では着眼しにくいが、事務改善には必要な観点」という気付きがあった。

③ただし、「基本計画の成果指標」と「実施計画の成果指標」のレベル感が同一の施策も複数あった。

④また、成果指標と活動指標の因果関係（縦の関連性）や計画事業の関連性（横の関連性）を可視化するためにはさ
らなる検討が必要。

➢ロジックモデルは、「アクティビティ ー アウトプット ー アウトカム ー インパクト」の因果関係を明確化に繋がり、
事業の効果分析を深めるツールとして有用と考えられる。

➢一方で、各計画事業の関連性や「アウトカム」・「アウトプット」の結果良し悪しから「インプット（予算査定）」への反
映・活用にはさらなる検討が必要。

検証結果及び課題
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【制度・ガイドライン】
・内閣官房行政改革推進本部事務局『EBPMガイドブック～政策担当者はまず読んでみよう！行政の「無謬性神話」からの脱却に向けたア
ジャイル型政策形成・評価の実践～Ver1.2』令和5年4月3日
https://www.gyoukaku.go.jp/ebpm/img/guidebook1.2_230403.pdf

・内閣官房行政改革推進本部事務局『行政事業レビューシート作成ガイドブック～EBPMの手法を用いた行政事業レビューの効果的な実施に
向けて～Ver.1.2』令和7年3月31日
https://www.gyoukaku.go.jp/ebpm/img/R07sakusei-guidebook_ver1-2.pdf

・内閣官房行政改革推進本部事務局・総務省行政評価局『行政事業レビューシート 政策効果の測定と点検・改善のポイント ～アクティビティ
の特徴に応じた実践集～』令和7年1月
https://www.gyoukaku.go.jp/ebpm/img/siryou4.pdf

・総務省 政策評価審議会各種答申・意見（EBPM、行政評価の在り方等）
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/hyokashingikai_n/kaigi.html#/

【自治体におけるEBPMの実践・調査】
・新宿区 新宿自治創造研究所『研究所レポート2021 No.1 EBPMの研究（１）―EBPMの推進に向けて―』令和4年3月

https://www.city.shinjuku.lg.jp/content/000354700.pdf
・新宿区 新宿自治創造研究所『研究所レポート2022 No.2 EBPMの研究（２）―実務的な検証・分析と新宿区での推進に向けて―』令和
5年3月

https://www.city.shinjuku.lg.jp/content/000386106.pdf
・世田谷区 せたがや自治政策研究所『せたがや自治政策Vol.14（世田谷区でEBPMを推進しデータ利活用を進めるために）』令和4年9月
13日

https://www.city.setagaya.lg.jp/01110/6156.html

https://www.gyoukaku.go.jp/ebpm/img/guidebook1.2_230403.pdf
https://www.gyoukaku.go.jp/ebpm/img/R07sakusei-guidebook_ver1-2.pdf
https://www.gyoukaku.go.jp/ebpm/img/siryou4.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/hyokashingikai_n/kaigi.html#/
https://www.city.shinjuku.lg.jp/content/000354700.pdf
https://www.city.shinjuku.lg.jp/content/000386106.pdf
https://www.city.setagaya.lg.jp/01110/6156.html
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